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９

月

７

日

号

で

は

、

特

集

・

役

に

立

つ

消

費

税

実

務

問

答

集

を

掲

載

す

る

予

定

で

す

。

　

自

民

党

税

制

調

査

会

（

小

野

寺

五

典

会

長

）

は

�

日

、

小

委

員

会

を

開

催

し

、

政

府

が

基

本

方

針

を

決

定

し

た

「

飲

食

料

品

に

係

る

２

年

間

の

消

費

税

率

引

下

げ

」

に

関

す

る

税

制

上

の

措

置

等

を

議

論

し

た

。

９

年

４

月

１

日

か

ら

軽

減

税

率

対

象

の

飲

食

料

品

の

消

費

税

率

を

現

行

の

８

％

か

ら

１

％

に

引

き

下

げ

た

場

合

の

税

制

上

の

課

題

を

明

ら

か

に

す

る

と

と

も

に

、

中

間

申

告

制

度

に

関

す

る

特

例

と

税

率

変

更

に

伴

う

経

過

的

な

税

率

の

取

扱

い

（

予

約

販

売

・

通

信

販

売

）

に

つ

い

て

具

体

的

な

対

応

案

が

示

さ

れ

た

。

中

間

申

告

制

度

の

特

例

案

で

は

、

９

年

４

月

以

降

の

中

間

申

告

期

間

に

つ

き

、

前

年

の

確

定

申

告

で

新

税

率

（

１

％

）

が

適

用

さ

れ

て

い

た

も

の

と

し

て

計

算

し

た

納

付

税

額

を

も

と

に

算

出

し

た

中

間

申

告

を

可

能

と

す

る

と

し

て

い

る

。

　

自

民

党

経

産

部

会

は

�

日

、

同

党

本

部

で

会

合

を

開

き

、

令

和

９

年

度

税

制

改

正

に

向

け

た

要

望

に

つ

い

て

議

論

し

た

。

事

業

承

継

税

制

の

抜

本

見

直

し

、

中

小

企

業

向

け

賃

上

げ

促

進

税

制

の

拡

充

、

中

小

企

業

軽

減

税

率

・

中

小

企

業

投

資

促

進

税

制

の

延

長

等

な

ど

を

掲

げ

て

い

る

。

　

事

業

承

継

税

制

の

抜

本

見

直

し

で

は

、

同

税

制

は

�

年

間

限

定

（

９

年

末

ま

で

）

の

時

限

的

な

措

置

で

あ

り

、

８

年

度

与

党

税

制

改

正

大

綱

の

記

載

を

踏

ま

え

つ

つ

、

そ

の

あ

り

方

を

見

直

す

と

し

て

、

事

業

承

継

を

契

機

に

「

稼

ぐ

力

」

強

化

に

取

り

組

む

中

小

企

業

等

を

後

押

し

す

る

措

置

へ

抜

本

的

に

見

直

し

・

強

化

を

行

う

と

し

て

い

る

が

、

具

体

的

な

記

載

は

な

い

。

　

中

小

企

業

向

け

賃

上

げ

促

進

税

制

の

拡

充

等

で

は

、

現

行

制

度

で

は

、

賃

上

げ

を

行

っ

た

も

の

の

従

業

員

数

の

減

少

に

よ

り

給

与

等

支

給

総

額

が

増

額

と

な

ら

な

か

っ

た

企

業

は

税

制

適

用

を

受

け

ら

れ

な

い

と

指

摘

、

今

後

、

生

産

年

齢

人

口

の

継

続

的

な

減

少

を

見

据

え

、

こ

う

し

た

企

業

が

制

度

の

適

用

を

受

け

ら

れ

る

よ

う

に

す

る

た

め

、

適

用

要

件

の

基

準

を

現

行

制

度

の

「

雇

用

者

全

体

の

給

与

等

支

給

総

額

」

か

ら

「

従

業

員

一

人

あ

た

り

の

給

与

支

給

額

」

に

見

直

す

、

ま

た

、

現

行

制

度

に

お

け

る

賃

上

げ

要

件

（

給

与

等

支

給

総

額

１

・

５

％

増

加

な

ど

）

を

見

直

し

、

よ

り

積

極

的

な

賃

上

げ

を

後

押

し

、

適

用

期

限

を

�

年

度

末

ま

で

３

年

間

延

長

す

る

こ

と

を

要

望

し

て

い

る

。

　

中

小

企

業

軽

減

税

率

の

延

長

等

、

中

小

企

業

投

資

促

進

税

制

の

延

長

等

に

つ

い

て

は

、

い

ず

れ

も

政

策

効

果

を

高

め

る

観

点

か

ら

見

直

し

を

行

っ

た

上

で

延

長

す

る

こ

と

を

掲

げ

る

。

　

生

産

性

向

上

・

賃

上

げ

に

資

す

る

中

小

企

業

の

設

備

投

資

の

固

定

資

産

税

の

特

例

の

拡

充

等

で

は

、

賃

上

げ

水

準

の

要

件

見

直

し

を

行

っ

た

上

で

、

赤

字

や

利

益

が

少

な

い

企

業

も

含

め

た

中

小

企

業

に

お

け

る

研

究

開

発

投

資

を

一

層

後

押

し

し

、

収

益

力

の

向

上

を

図

る

観

点

か

ら

、

中

小

企

業

に

よ

る

研

究

開

発

に

係

る

設

備

投

資

拡

大

に

向

け

た

所

要

の

措

置

を

拡

充

す

る

と

し

て

い

る

。

　

ま

た

、

わ

が

国

の

経

済

成

長

に

向

け

て

、

企

業

が

自

社

の

事

業

ポ

ー

ト

フ

ォ

リ

オ

を

強

化

し

、

成

長

投

資

を

通

じ

て

、

経

済

安

全

保

障

等

を

確

保

し

つ

つ

、

「

価

値

創

造

」

事

業

を

拡

大

さ

せ

る

こ

と

が

必

要

だ

と

指

摘

、

投

下

資

本

の

戦

略

的

な

再

配

分

・

拡

大

に

向

け

た

、

事

業

ポ

ー

ト

フ

ォ

リ

オ

転

換

・

強

化

を

後

押

し

す

る

た

め

、

新

た

に

税

制

を

創

設

す

る

こ

と

を

求

め

た

。

　

さ

ら

に

、

減

価

償

却

資

産

に

係

る

取

得

価

額

基

準

等

の

見

直

し

で

は

、

減

価

償

却

資

産

取

得

時

に

、

①

�

万

円

未

満

の

資

産

を

取

得

時

に

全

額

損

金

算

入

、

②

�

万

円

以

上

�

万

円

未

満

の

資

産

は

３

年

均

等

で

損

金

算

入

が

可

能

と

す

る

制

度

等

に

つ

い

て

、

基

準

額

の

見

直

し

を

行

う

。

８

年

度

税

制

改

正

で

中

小

企

業

者

等

向

け

の

全

額

損

金

算

入

を

認

め

る

特

例

に

つ

い

て

は

基

準

額

を

�

万

円

か

ら

�

万

円

に

引

き

上

げ

る

。

　

消

費

税

率

引

下

げ

に

伴

う

税

制

上

の

課

題

（

こ

れ

ま

で

に

寄

せ

ら

れ

た

主

な

指

摘

）

と

し

て

は

、

①

免

税

事

業

者

・

簡

易

課

税

事

業

者

が

本

則

課

税

に

よ

り

還

付

申

告

す

る

場

合

に

必

要

な

届

出

に

つ

い

て

「

課

税

期

間

の

開

始

前

」

と

さ

れ

て

い

る

提

出

期

限

を

後

ろ

倒

し

す

べ

き

。

そ

の

上

で

、

簡

易

課

税

事

業

者

が

２

年

間

以

上

継

続

し

な

け

れ

ば

本

則

課

税

に

移

行

す

る

こ

と

が

で

き

な

い

制

限

（

い

わ

ゆ

る

２

年

縛

り

）

も

解

除

す

べ

き

、

②

飲

食

料

品

に

係

る

消

費

税

率

が

１

％

に

下

が

る

と

、

飲

食

料

品

を

販

売

す

る

事

業

者

は

、

本

則

課

税

だ

と

通

常

は

還

付

に

な

る

と

想

定

さ

れ

る

の

で

、

簡

易

課

税

の

下

で

納

税

額

が

生

じ

な

い

よ

う

に

し

て

も

ら

い

た

い

、

③

飲

食

料

品

の

消

費

税

率

引

下

げ

に

よ

る

課

題

・

影

響

は

、

農

家

の

よ

う

な

生

産

者

だ

け

で

は

な

く

、

食

品

を

扱

う

産

業

全

体

で

広

く

生

じ

得

る

、

④

値

札

の

貼

替

え

を

不

要

と

す

る

と

い

っ

た

観

点

か

ら

「

税

抜

価

格

＋

税

」

と

い

う

表

示

を

認

め

る

等

、

総

額

表

示

義

務

を

緩

和

す

べ

き

―

―

と

い

っ

た

声

が

紹

介

さ

れ

た

。

　

こ

れ

ら

に

つ

い

て

は

今

回

、

対

応

案

は

示

さ

れ

な

か

っ

た

が

、

課

題

の

解

決

に

向

け

た

措

置

が

講

じ

ら

れ

る

可

能

性

が

高

い

。

　

他

方

、

⑴

中

間

申

告

制

度

に

関

す

る

特

例

と

⑵

税

率

変

更

に

伴

う

経

過

的

な

税

率

の

取

扱

い

（

予

約

販

売

・

通

信

販

売

）

は

対

応

案

が

示

さ

れ

た

。

　

前

年

に

納

付

す

る

消

費

税

額

が

�

万

円

を

超

え

る

事

業

者

は

確

定

申

告

に

加

え

て

前

年

の

税

額

に

応

じ

て

年

１

回

、

３

回

、

�

回

い

ず

れ

か

の

中

間

申

告

・

納

付

が

義

務

付

け

ら

れ

て

い

る

。

９

年

４

月

に

税

率

が

引

き

下

げ

ら

れ

る

と

、

納

税

額

が

減

少

す

る

と

見

込

ま

れ

る

事

業

者

は

中

間

申

告

に

係

る

税

額

が

過

大

に

な

る

と

見

込

ま

れ

る

。

⑴

で

は

、

こ

れ

に

対

応

し

て

税

率

引

下

げ

後

、

前

年

の

納

付

税

額

に

基

づ

く

中

間

申

告

税

額

が

過

大

と

見

込

ま

れ

る

場

合

は

、

新

税

率

で

再

計

算

し

た

場

合

の

前

年

税

額

に

基

づ

く

中

間

申

告

税

額

の

算

出

を

可

能

と

す

る

特

例

を

設

け

る

。

　

ま

た

、

⑵

で

は

、

「

定

期

供

給

契

約

に

よ

る

予

約

販

売

」

と

「

あ

ら

か

じ

め

提

示

し

た

条

件

に

従

っ

て

行

う

通

信

販

売

」

に

つ

い

て

、

税

率

引

下

げ

を

反

映

し

た

契

約

変

更

等

が

困

難

な

事

例

が

生

じ

る

こ

と

も

想

定

さ

れ

る

こ

と

か

ら

、

税

率

変

更

の

３

か

月

前

を

指

定

日

と

し

、

引

下

げ

前

の

税

率

８

％

を

適

用

す

る

経

過

措

置

を

設

け

る

。

例

え

ば

、

１

年

分

の

代

金

を

先

払

い

し

て

お

き

、

旬

の

食

材

が

毎

月

届

く

と

い

っ

た

サ

ー

ビ

ス

で

指

定

日

前

に

契

約

を

締

結

し

、

税

率

引

下

げ

時

ま

で

に

対

価

を

領

収

し

て

い

る

と

き

は

、

販

売

が

税

率

引

下

げ

後

で

も

税

率

８

％

を

適

用

し

て

申

告

納

税

す

る

と

し

て

い

る

。

令

和

　

年

　

月

　

日
８ ８ �

第３７１２号
（昭和�年�月�日第３種郵便物認可）�税のしるべ　　２０２６年



　

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

に

関

す

る

有

識

者

会

議

（

座

長

＝

佐

藤

英

明

慶

応

大

学

大

学

院

教

授

）

の

第

５

回

会

合

で

、

同

評

価

の

見

直

し

に

当

た

り

、

今

後

の

詳

細

な

検

討

の

「

た

た

き

台

」

と

な

る

こ

れ

ま

で

の

議

論

を

踏

ま

え

た

国

税

庁

の

考

え

る

評

価

の

見

直

し

の

方

向

性

が

提

示

さ

れ

た

（

８

月

�

日

号

１

面

参

照

）

。

同

方

向

性

で

は

新

た

な

評

価

体

系

や

評

価

方

式

に

つ

い

て

言

及

し

て

い

る

。

一

方

、

今

回

の

評

価

の

見

直

し

で

は

評

価

体

系

等

と

と

も

に

、

「

さ

ま

ざ

ま

ば

っ

こ

な

ス

キ

ー

ム

が

跋

扈

し

て

い

る

状

態

に

あ

る

」

と

さ

れ

る

租

税

回

避

ス

キ

ー

ム

へ

の

対

応

も

求

め

ら

れ

て

い

る

。

同

庁

は

第

４

回

会

合

で

租

税

回

避

ス

キ

ー

ム

の

具

体

例

を

複

数

明

ら

か

に

し

て

い

た

が

、

第

５

回

会

合

で

は

、

こ

れ

ら

へ

の

対

応

の

方

向

性

が

示

さ

れ

た

。

　

政

府

は

５

日

の

臨

時

閣

議

で

、

現

在

８

％

と

し

て

い

る

飲

食

料

品

の

消

費

税

率

を

令

和

９

年

４

月

か

ら

２

年

間

に

限

り

、

１

％

に

引

き

下

げ

る

基

本

方

針

を

決

定

し

た

。

９

月

に

そ

の

税

制

改

正

大

綱

を

取

り

ま

と

め

、

秋

の

臨

時

国

会

に

関

連

法

案

を

提

出

、

成

立

を

目

指

す

こ

と

に

な

り

そ

う

だ

★

税

率

引

下

げ

の

実

施

時

期

ま

で

あ

と

７

カ

月

だ

が

、

レ

ジ

シ

ス

テ

ム

の

変

更

な

ど

様

々

な

課

題

へ

の

対

応

は

間

に

合

う

の

か

、

ま

た

、

引

下

げ

に

合

わ

せ

て

本

当

に

飲

食

料

品

の

値

段

は

下

が

る

の

か

、

今

回

の

決

定

に

は

歓

迎

ば

か

り

で

な

く

、

不

安

の

声

も

あ

る

★

引

下

げ

が

終

了

す

る

２

年

後

の

こ

と

も

気

に

な

る

。

責

任

を

も

っ

て

８

％

に

戻

す

と

の

こ

と

だ

が

、

そ

の

時

の

最

高

責

任

者

は

今

と

同

じ

な

の

か

、

違

っ

た

と

し

て

も

戻

す

と

い

う

判

断

を

す

る

の

か

。

財

源

が

な

い

と

の

指

摘

も

あ

る

中

で

、

無

責

任

な

よ

う

な

、

問

題

先

送

り

の

判

断

で

は

な

い

だ

ろ

う

か

。

（

Ｙ

）

　

中

小

企

業

庁

は

�

日

、

中

小

企

業

等

経

営

強

化

法

に

基

づ

く

「

先

端

設

備

等

導

入

計

画

」

の

認

定

状

況

（

令

和

８

年

３

月

�

日

現

在

）

を

公

表

し

た

。

生

産

性

向

上

や

賃

上

げ

に

資

す

る

中

小

企

業

の

設

備

投

資

に

関

す

る

固

定

資

産

税

の

特

例

措

置

の

適

用

に

は

、

先

端

設

備

等

導

入

計

画

の

認

定

が

必

要

と

な

る

と

こ

ろ

、

７

年

度

税

制

改

正

で

は

、

適

用

期

限

が

９

年

３

月

�

日

ま

で

２

年

間

延

長

さ

れ

る

と

と

も

に

、

賃

上

げ

方

針

の

表

明

が

必

須

の

要

件

と

さ

れ

た

。

そ

こ

で

、

７

年

度

の

先

端

設

備

等

導

入

計

画

の

新

規

認

定

件

数

を

み

る

と

、

前

年

度

比

９

・

８

％

減

の

５

９

０

１

件

だ

っ

た

。

ま

た

、

新

規

認

定

件

数

の

う

ち

、

賃

上

げ

表

明

あ

り

は

５

５

９

６

件

で

、

そ

の

割

合

は

同

�

・

６

㌽

増

の

�

・

８

％

と

な

っ

て

お

り

、

新

規

認

定

の

大

半

が

賃

上

げ

表

明

を

行

っ

て

い

る

。

　

同

特

例

は

、

市

区

町

村

の

認

定

を

受

け

た

先

端

設

備

等

導

入

計

画

に

基

づ

き

一

定

要

件

を

満

た

す

機

械

等

を

導

入

し

た

場

合

に

固

定

資

産

税

の

負

担

を

軽

減

す

る

も

の

。

先

端

設

備

等

導

入

計

画

の

認

定

を

受

け

る

と

、

税

制

支

援

の

ほ

か

、

資

金

調

達

に

際

し

債

務

保

証

に

関

す

る

金

融

支

援

を

受

け

る

こ

と

が

で

き

る

。

　

先

端

設

備

等

導

入

計

画

の

新

規

認

定

件

数

は

、

５

年

度

が

１

万

１

１

２

０

件

、

６

年

度

が

６

５

３

９

件

、

７

年

度

が

５

９

０

１

件

と

減

少

傾

向

に

あ

る

。

一

方

、

賃

上

げ

表

明

の

割

合

は

上

昇

し

て

お

り

、

５

年

度

は

�

・

３

％

、

６

年

度

は

�

・

２

％

、

７

年

度

は

�

・

８

％

と

な

っ

て

い

る

。

　

７

年

度

の

先

端

設

備

等

導

入

計

画

の

新

規

認

定

に

お

け

る

導

入

設

備

等

の

合

計

金

額

は

同

�

・

２

％

増

の

約

４

２

４

５

億

円

、

合

計

数

量

（

台

）

は

同

０

・

９

％

減

の

１

万

８

７

２

３

台

。

新

規

認

定

件

数

は

減

少

し

た

も

の

の

、

合

計

金

額

は

増

加

、

合

計

数

量

は

前

年

と

ほ

ほ

同

じ

と

な

っ

て

い

る

。

　

ま

た

、

７

年

度

の

先

端

設

備

等

導

入

計

画

の

変

更

認

定

件

数

は

３

３

６

５

件

と

な

っ

て

い

る

。

そ

の

う

ち

、

賃

上

げ

表

明

あ

り

は

３

１

８

７

件

で

、

そ

の

割

合

は

�

・

７

％

。

変

更

認

定

に

お

け

る

導

入

設

備

等

の

合

計

金

額

は

約

１

７

７

１

億

円

、

合

計

数

量

（

台

）

は

９

３

５

５

台

と

な

っ

て

い

る

。

　

国

税

庁

が

示

し

た

租

税

回

避

ス

キ

ー

ム

（

評

価

額

圧

縮

ス

キ

ー

ム

）

へ

の

対

応

の

方

向

性

は

、

①

会

社

規

模

等

の

操

作

に

よ

る

評

価

額

圧

縮

へ

の

対

応

、

②

利

益

等

の

恣

意

的

な

操

作

に

よ

る

評

価

額

圧

縮

へ

の

対

応

、

③

グ

ル

ー

プ

法

人

税

制

を

活

用

し

た

評

価

額

の

圧

縮

へ

の

対

応

、

④

株

主

構

成

等

の

操

作

に

よ

る

配

当

還

元

方

式

の

濫

用

へ

の

対

応

の

四

つ

。

　

①

は

、

現

行

の

評

価

方

式

だ

と

、

大

会

社

ほ

ど

相

対

的

に

低

い

評

価

額

と

な

る

こ

と

を

濫

用

し

て

意

図

的

に

会

社

規

模

を

操

作

し

、

評

価

額

を

圧

縮

す

る

ス

キ

ー

ム

へ

の

対

応

。

今

回

、

国

税

庁

が

大

会

社

、

中

会

社

、

小

会

社

と

い

っ

た

会

社

規

模

に

応

じ

た

異

な

る

評

価

方

法

を

用

い

る

の

で

は

な

く

、

規

模

に

関

わ

ら

ず

単

一

の

評

価

方

式

と

す

る

こ

と

を

提

示

し

、

こ

れ

を

よ

っ

て

本

ス

キ

ー

ム

に

対

応

す

る

と

し

て

い

る

。

　

②

は

、

オ

ペ

レ

ー

テ

ィ

ン

グ

・

リ

ー

ス

や

役

員

報

酬

、

役

員

退

職

金

等

に

よ

り

利

益

等

を

一

時

的

に

操

作

す

る

こ

と

で

評

価

額

を

圧

縮

す

る

も

の

へ

の

対

応

。

こ

れ

に

つ

い

て

は

、

企

業

価

値

評

価

の

実

務

に

お

け

る

対

応

を

参

考

に

、

評

価

は

企

業

の

正

常

利

益

に

よ

り

行

い

、

非

経

常

的

な

損

益

を

除

外

し

て

評

価

す

る

こ

と

に

よ

り

、

評

価

額

の

恣

意

性

を

排

除

す

る

こ

と

を

提

案

し

て

い

る

（

図

参

照

）

。

　

③

は

、

現

行

の

仕

組

み

だ

と

、

親

会

社

単

体

利

益

等

で

株

価

を

評

価

す

る

た

め

、

グ

ル

ー

プ

法

人

税

制

を

使

い

、

親

会

社

の

資

産

等

を

子

会

社

へ

落

と

す

こ

と

で

評

価

額

を

圧

縮

す

る

こ

と

が

で

き

る

ス

キ

ー

ム

へ

の

対

応

。

完

全

支

配

関

係

に

あ

る

グ

ル

ー

プ

法

人

は

グ

ル

ー

プ

全

体

と

し

て

評

価

を

行

う

こ

と

で

、

子

会

社

に

資

産

等

を

移

転

す

る

こ

と

で

可

能

と

な

る

評

価

額

の

操

作

性

を

排

除

す

る

こ

と

を

目

指

す

。

　

④

は

、

株

主

構

成

の

操

作

や

無

議

決

権

株

式

を

用

い

た

世

代

間

譲

渡

、

一

時

的

な

第

三

者

へ

の

株

式

譲

渡

な

ど

配

当

還

元

方

式

の

濫

用

に

よ

る

ス

キ

ー

ム

が

横

行

し

て

お

り

、

株

主

構

成

の

操

作

で

は

、

企

業

価

値

の

総

額

か

ら

最

大

で

約

�

％

も

の

評

価

額

圧

縮

を

行

う

事

例

も

存

在

す

る

と

い

う

。

こ

の

た

め

、

配

当

還

元

方

式

は

特

例

的

評

価

方

式

と

し

て

の

趣

旨

を

貫

徹

で

き

る

よ

う

対

象

株

主

の

範

囲

を

整

理

し

、

従

業

員

持

株

会

等

と

の

関

係

も

見

直

す

こ

と

で

対

応

す

る

こ

と

を

想

定

す

る

。

　

国

税

庁

が

こ

れ

ら

各

種

ス

キ

ー

ム

の

存

在

を

明

ら

か

に

し

た

以

上

、

そ

の

ま

ま

放

置

す

る

こ

と

は

考

え

に

く

く

、

今

回

の

評

価

見

直

し

の

一

環

で

こ

れ

ら

対

応

が

講

じ

ら

れ

る

見

込

み

だ

。

（２）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　

西

日

本

支

部

の

支

部

長

を

は

じ

め

役

員

を

歴

任

し

て

い

る

市

原

さ

ん

。

京

都

で

８

月

８

日

に

開

催

さ

れ

た

定

期

総

会

で

新

会

長

に

選

任

さ

れ

た

。

　

「

来

年

８

月

に

は

第

�

回

目

の

総

会

を

迎

え

ま

す

。

こ

の

節

目

で

の

就

任

は

、

記

念

事

業

を

し

っ

か

り

や

り

な

さ

い

と

い

う

応

援

の

メ

ッ

セ

ー

ジ

だ

と

感

じ

て

い

ま

す

」

と

笑

顔

で

語

る

。

　

今

後

、

�

周

年

記

念

事

業

特

別

委

員

会

を

立

ち

上

げ

、

そ

の

中

に

５

つ

の

小

委

員

会

を

設

置

。

記

念

式

典

挙

行

、

�

周

年

史

を

含

む

記

録

の

デ

ジ

タ

ル

化

、

記

念

イ

ベ

ン

ト

、

社

会

向

け

魅

力

発

信

事

業

、

募

金

事

業

な

ど

準

備

を

本

格

化

さ

せ

る

方

針

だ

。

　

未

来

を

見

据

え

、

特

に

注

力

す

る

の

が

会

員

増

強

。

「

社

会

に

声

を

届

け

、

未

来

を

変

え

る

に

は

『

数

の

力

』

が

必

要

。

女

性

に

は

独

自

の

視

点

や

潜

在

能

力

が

あ

り

ま

す

。

仕

事

や

家

庭

と

の

両

立

で

入

会

を

迷

う

女

性

税

理

士

の

方

々

に

も

、

入

会

で

得

ら

れ

る

メ

リ

ッ

ト

を

丁

寧

に

伝

え

て

い

き

た

い

で

す

ね

」

と

強

調

す

る

。

　

座

右

の

銘

は

「

転

ん

で

も

た

だ

は

起

き

ぬ

」

。

「

ど

ん

な

状

況

で

も

学

び

や

得

る

も

の

を

見

つ

け

る

た

く

ま

し

さ

と

い

う

前

向

き

な

意

味

に

取

っ

て

い

る

」

と

語

る

。

　

落

語

を

愛

す

る

明

る

い

笑

顔

の

奥

に

、

組

織

を

け

ん

引

す

る

強

い

意

志

が

に

じ

む

。

兵

庫

県

出

身

。

（

森

）

　

国

税

庁

は

�

日

、

令

和

７

年

度

の

租

税

滞

納

状

況

の

概

要

を

公

表

し

た

。

７

年

度

の

滞

納

残

高

は

前

年

度

比

１

・

４

％

増

の

９

８

４

７

億

円

で

６

年

連

続

の

増

加

、

新

規

発

生

滞

納

額

は

同

０

・

１

％

増

の

９

９

３

５

億

円

と

微

増

し

、

整

理

済

額

は

同

３

・

３

％

増

の

９

８

０

２

億

円

だ

っ

た

。

７

年

度

の

税

収

額

が

、

前

年

度

の

過

去

最

高

額

を

更

新

し

、

徴

収

決

定

済

額

も

前

年

度

よ

り

８

兆

６

４

０

５

億

円

多

い

�

兆

７

９

４

９

億

円

（

�

・

６

％

増

）

と

大

き

く

増

加

し

た

が

、

徴

収

決

定

済

み

額

の

う

ち

約

�

・

９

％

が

滞

納

と

な

る

こ

と

な

く

納

付

さ

れ

、

滞

納

発

生

割

合

（

徴

収

決

定

済

額

に

占

め

る

新

規

滞

納

発

生

額

の

割

合

）

は

、

前

年

度

よ

り

０

・

１

㌽

減

の

１

・

１

％

と

、

低

水

準

で

推

移

し

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

こ

の

ほ

ど

、

令

和

８

年

分

給

与

所

得

の

源

泉

徴

収

票

等

の

法

定

調

書

の

作

成

と

提

出

の

手

引

を

公

表

し

た

。

主

な

改

正

事

項

等

と

し

て

は

、

①

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

等

に

よ

る

法

定

調

書

の

提

出

義

務

基

準

の

見

直

し

、

②

給

与

所

得

の

源

泉

徴

収

票

の

提

出

方

法

の

変

更

、

③

給

与

所

得

の

源

泉

徴

収

票

の

提

出

範

囲

を

給

与

支

払

報

告

書

に

そ

ろ

え

る

、

④

退

職

所

得

の

源

泉

徴

収

票

の

提

出

省

略

範

囲

の

改

正

、

⑤

国

税

シ

ス

テ

ム

の

更

改

に

伴

う

様

式

の

変

更

な

ど

が

あ

る

。

　

①

９

年

１

月

以

降

に

提

出

す

る

法

定

調

書

に

つ

い

て

、

基

準

年

に

提

出

す

べ

き

で

あ

っ

た

提

出

枚

数

が

１

０

０

枚

以

上

か

ら

�

枚

以

上

に

引

き

下

げ

ら

れ

て

い

る

。

　

例

え

ば

、

７

年

に

提

出

す

べ

き

「

報

酬

、

料

金

、

契

約

金

及

び

賞

金

の

支

払

調

書

」

の

枚

数

が

�

枚

以

上

で

あ

っ

た

場

合

に

は

、

９

年

に

提

出

す

る

「

報

酬

等

の

支

払

調

書

」

は

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

等

に

よ

る

提

出

が

必

要

と

な

る

。

　

②

９

年

１

月

１

日

以

降

、

市

区

町

村

に

給

与

支

払

報

告

書

を

提

出

し

た

場

合

に

は

、

税

務

署

に

給

与

所

得

の

源

泉

徴

収

票

を

提

出

し

た

も

の

と

み

な

さ

れ

る

た

め

（

源

泉

徴

収

票

の

み

な

し

提

出

の

特

例

）

、

８

年

分

以

降

は

税

務

署

提

出

用

の

給

与

所

得

の

源

泉

徴

収

票

を

作

成

・

提

出

す

る

必

要

が

な

く

な

る

。

な

お

、

給

与

支

払

報

告

書

の

提

出

は

、

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

等

、

書

面

、

い

ず

れ

の

提

出

方

法

で

あ

っ

て

も

、

税

務

署

に

源

泉

徴

収

票

を

提

出

し

た

も

の

と

み

な

さ

れ

る

。

　

給

与

支

払

報

告

書

の

電

子

的

提

出

義

務

の

判

定

は

、

基

準

年

に

提

出

す

べ

き

で

あ

っ

た

給

与

所

得

の

源

泉

徴

収

票

の

枚

数

と

な

っ

て

お

り

、

枚

数

が

�

枚

以

上

で

あ

っ

た

場

合

、

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

等

に

よ

り

提

出

す

る

必

要

が

あ

る

。

基

準

年

に

提

出

す

べ

き

で

あ

っ

た

給

与

所

得

の

源

泉

徴

収

票

に

は

、

給

与

支

払

報

告

書

を

市

区

町

村

に

提

出

し

た

た

め

、

税

務

署

に

提

出

し

た

も

の

と

み

な

さ

れ

た

源

泉

徴

収

票

も

含

ま

れ

る

。

　

③

８

年

分

以

降

の

給

与

所

得

の

源

泉

徴

収

票

の

提

出

範

囲

が

拡

大

さ

れ

、

給

与

支

払

報

告

書

の

提

出

範

囲

と

同

一

に

な

っ

て

い

る

。

具

体

的

に

は

、

年

の

中

途

で

退

職

し

た

者

に

対

し

て

、

８

年

中

に

支

払

っ

た

給

与

等

の

金

額

が

�

万

円

以

下

で

あ

る

場

合

以

外

の

給

与

等

の

す

べ

て

と

な

る

。

　

④

８

年

分

以

降

、

退

職

所

得

の

源

泉

徴

収

票

の

提

出

省

略

範

囲

を

定

め

る

規

定

が

廃

止

さ

れ

、

す

べ

て

の

居

住

者

に

対

し

て

支

払

う

退

職

手

当

等

に

係

る

退

職

所

得

の

源

泉

徴

収

票

に

つ

い

て

、

税

務

署

に

提

出

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

こ

と

と

さ

れ

た

。

な

お

、

ｅ

Ｌ

Ｔ

Ａ

Ｘ

に

よ

る

提

出

方

法

が

整

備

さ

れ

る

ま

で

の

当

面

の

間

、

特

別

徴

収

票

の

市

区

町

村

へ

の

提

出

は

不

要

と

な

っ

て

い

る

。

　

⑤

８

年

９

月

の

国

税

シ

ス

テ

ム

の

更

改

に

伴

い

、

書

面

で

税

務

署

に

提

出

す

る

際

の

法

定

調

書

の

様

式

が

変

更

さ

れ

て

お

り

、

最

新

の

様

式

を

使

用

し

て

く

だ

さ

い

と

し

て

い

る

。

　

滞

納

残

高

を

税

目

別

に

多

い

順

番

か

ら

み

る

と

、

消

費

税

が

３

８

９

３

億

円

（

前

年

度

比

１

・

６

％

減

）

、

申

告

所

得

税

が

２

８

４

５

億

円

（

同

５

・

１

％

増

）

、

法

人

税

が

１

３

８

０

億

円

（

同

４

・

７

％

増

）

、

源

泉

所

得

税

が

１

１

０

４

億

円

（

同

２

・

３

％

減

）

、

相

続

税

が

５

０

６

億

円

（

同

１

・

５

％

増

）

、

そ

の

他

税

目

（

地

方

法

人

税

、

酒

税

、

印

紙

税

）

が

１

２

０

億

円

（

同

�

・

２

％

増

）

と

な

っ

て

い

る

。

　

ま

た

、

同

庁

で

は

、

滞

納

の

未

然

防

止

お

よ

び

滞

納

と

な

っ

た

国

税

の

早

期

徴

収

に

努

め

て

い

る

。

　

滞

納

整

理

状

況

を

具

体

的

な

数

字

で

み

る

と

、

６

年

度

の

徴

収

決

定

済

額

�

兆

１

５

４

４

億

円

の

う

ち

、

�

・

８

％

の

�

兆

１

６

１

９

億

円

が

滞

納

に

な

る

こ

と

な

く

納

付

さ

れ

た

。

新

規

滞

納

と

な

っ

た

の

は

、

徴

収

決

定

済

額

の

１

・

２

％

に

当

た

る

９

９

２

５

億

円

で

、

こ

の

う

ち

６

年

度

中

に

６

６

８

７

億

円

（

０

・

８

％

）

が

整

理

済

み

、

７

年

度

中

に

１

９

３

８

億

円

（

０

・

２

％

）

が

整

理

済

み

と

な

り

、

滞

納

残

高

は

１

３

０

１

億

円

（

０

・

２

％

）

と

、

比

較

的

短

期

間

で

整

理

さ

れ

た

こ

と

が

分

か

る

。

こ

れ

は

、

予

測

Ａ

Ｉ

・

生

成

Ａ

Ｉ

活

用

に

よ

る

効

率

的

な

滞

納

の

整

理

促

進

の

取

組

み

が

成

果

に

つ

な

が

っ

て

い

る

。

　

予

測

Ａ

Ｉ

で

は

、

滞

納

者

の

各

種

情

報

（

過

去

の

接

触

事

績

、

申

告

書

デ

ー

タ

、

業

種

等

）

を

も

と

に

、

滞

納

者

ご

と

に

、

電

話

、

臨

場

、

文

書

の

う

ち

接

触

で

き

る

可

能

性

の

高

い

方

法

を

予

測

す

る

モ

デ

ル

や

、

曜

日

・

時

間

帯

ご

と

の

滞

納

者

の

応

答

予

測

モ

デ

ル

を

構

築

し

、

全

国

の

国

税

局

や

税

務

署

に

お

い

て

予

測

結

果

を

活

用

し

た

滞

納

整

理

を

進

め

て

い

る

。

　

予

測

Ａ

Ｉ

に

よ

り

、

電

話

の

接

触

率

が

高

い

滞

納

者

に

対

し

て

、

納

税

コ

ー

ル

セ

ン

タ

ー

で

過

去

の

架

電

履

歴

等

を

分

析

し

、

曜

日

・

時

間

ご

と

に

応

答

予

測

を

す

る

Ａ

Ｉ

コ

ー

ル

リ

ス

ト

を

活

用

し

た

電

話

催

告

を

実

施

。

７

年

７

月

か

ら

８

年

６

月

末

ま

で

に

各

国

税

局

（

所

）

の

納

税

コ

ー

ル

セ

ン

タ

ー

で

、

催

告

対

象

と

な

っ

た

１

１

４

万

８

０

０

０

者

の

う

ち

、

「

完

納

」

は

全

体

の

�

・

２

％

の

�

万

９

０

０

０

者

、

「

納

付

誓

約

中

」

が

同

�

・

１

％

の

�

万

６

０

０

０

者

と

、

「

完

納

」

「

納

付

誓

約

」

が

全

体

の

約

８

割

を

占

め

る

。

こ

の

ほ

か

、

電

話

が

繋

が

ら

な

か

っ

た

こ

と

な

ど

を

理

由

に

「

署

へ

返

戻

」

さ

れ

た

も

の

が

同

�

・

３

％

の

�

万

者

、

「

催

告

中

」

が

同

６

・

４

％

の

７

万

３

０

０

０

者

だ

っ

た

。

　

　

他

方

、

生

成

Ａ

Ｉ

で

は

、

滞

納

者

別

の

整

理

事

績

を

要

約

し

、

優

先

着

手

事

案

選

定

事

務

や

担

当

者

変

更

時

に

お

け

る

引

継

事

務

等

で

活

用

す

る

こ

と

で

、

事

務

の

効

率

化

に

繋

げ

る

取

組

み

を

進

め

て

い

る

。

（３） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

国

税

庁

は

�

日

、

悪

質

・

処

理

困

難

な

滞

納

事

案

の

整

理

促

進

に

関

す

る

取

組

み

と

し

て

「

令

和

７

年

度

の

原

告

訴

訟

の

提

起

お

よ

び

滞

納

処

分

免

脱

罪

に

よ

る

告

発

な

ど

の

状

況

」

を

公

表

し

た

。

同

庁

は

、

通

常

の

滞

納

整

理

の

手

法

で

は

処

理

進

展

が

図

ら

れ

な

い

事

案

は

、

国

が

原

告

と

な

り

、

滞

納

者

か

ら

第

三

者

に

対

す

る

財

産

の

贈

与

な

ど

、

債

権

者

（

国

）

を

害

す

る

行

為

（

詐

害

行

為

）

の

効

力

を

否

定

し

て

、

滞

納

者

か

ら

離

脱

し

た

財

産

を

そ

の

第

三

者

か

ら

取

り

戻

し

て

差

押

を

す

る

「

詐

害

行

為

取

消

訴

訟

」

を

提

起

す

る

な

ど

訴

訟

的

手

法

を

活

用

し

た

滞

納

整

理

に

取

り

組

ん

で

い

る

。

　日本公認会計士協会（南成人会長）

は現在、第�回学術賞、学術賞－ＭＣ

Ｓ賞および学術賞－会員特別賞を募集

している。広く、会計、監査、税務、

経営および公会計等の学術の発展に寄

与した著書を選定し、毎年顕彰してい

るもの。

　応募等の作品は、選考委員によって

構成される学術賞審査委員会が審査を

しており、公認会計士の業務の向上に

資すると認めた優秀なものに「学術賞」

を、マネージメント・コンサルティン

グ・サービス（ＭＣＳ）業務の充実お

よび発展に寄与すると認めた優秀なも

のに「学術賞－ＭＣＳ賞」を、さらに、

会員および準会員の作品で公認会計士

の業務の向上に資すると認めた優秀な

ものに「学術賞－会員特別賞」を授与

している。

　締め切りは�月９日。

　来年７月に開催される同協会の定期

総会の日に賞状および賞金等の贈呈が

行われる。

　詳しくは同協会のホームページで。

　

厚

生

労

働

省

は

�

日

、

９

月

１

日

か

ら

時

間

外

労

働

等

に

係

る

相

談

・

支

援

お

よ

び

監

督

指

導

を

見

直

す

と

発

表

し

た

。

政

府

が

７

月

�

日

に

閣

議

決

定

し

た

日

本

成

長

戦

略

と

骨

太

の

方

針

２

０

２

６

で

「

�

協

定

の

締

結

や

柔

軟

な

労

働

時

間

制

度

の

活

用

に

つ

い

て

、

よ

ろ

ず

支

援

拠

点

等

と

の

連

携

を

強

化

し

つ

つ

、

『

働

き

方

改

革

推

進

支

援

セ

ン

タ

ー

』

や

労

働

基

準

監

督

署

に

よ

る

相

談

支

援

の

充

実

を

速

や

か

に

実

施

す

る

」

「

労

働

基

準

監

督

署

に

お

い

て

、

重

大

・

悪

質

な

事

案

に

対

し

て

は

厳

正

に

対

応

し

つ

つ

、

労

働

時

間

や

労

働

者

の

健

康

確

保

措

置

に

関

す

る

労

使

の

合

意

に

の

っ

と

っ

た

指

導

が

行

わ

れ

る

よ

う

速

や

か

に

見

直

す

」

な

ど

と

さ

れ

た

こ

と

を

踏

ま

え

た

も

の

。

　

具

体

的

に

は

、

全

国

の

働

き

方

改

革

推

進

支

援

セ

ン

タ

ー

と

労

働

基

準

監

督

署

で

、

①

�

協

定

の

締

結

等

に

関

す

る

相

談

・

支

援

の

充

実

、

②

労

働

基

準

監

督

署

に

お

け

る

対

応

の

見

直

し

に

取

り

組

む

。

　

①

で

は

、

全

国

の

働

き

方

改

革

推

進

支

援

セ

ン

タ

ー

に

、

�

協

定

や

特

別

条

項

の

締

結

、

柔

軟

な

労

働

時

間

制

度

の

活

用

を

支

援

す

る

専

門

相

談

窓

口

を

設

け

る

。

ま

た

、

働

き

方

改

革

推

進

支

援

セ

ン

タ

ー

と

労

働

基

準

監

督

署

（

労

働

時

間

相

談

・

支

援

班

）

と

の

チ

ー

ム

に

よ

り

、

�

協

定

や

特

別

条

項

の

締

結

に

関

す

る

ア

ウ

ト

リ

ー

チ

型

（

行

政

や

専

門

機

関

が

自

ら

出

向

い

て

行

う

形

）

の

訪

問

支

援

を

行

う

。

そ

の

上

で

、

よ

ろ

ず

支

援

拠

点

や

商

工

会

議

所

等

と

の

連

携

を

強

化

し

、

労

務

相

談

の

み

な

ら

ず

、

経

営

課

題

の

相

談

に

も

対

応

で

き

る

よ

う

な

体

制

を

構

築

す

る

。

　

②

で

は

、

時

間

外

・

休

日

労

働

時

間

数

の

み

に

着

目

し

て

１

か

月

�

時

間

以

内

へ

の

削

減

を

求

め

る

一

律

の

指

導

を

見

直

し

、

各

事

業

場

が

�

協

定

で

定

め

る

健

康

お

よ

び

福

祉

を

確

保

す

る

た

め

の

措

置

の

実

施

状

況

を

重

点

的

に

確

認

。

確

認

し

た

状

況

に

応

じ

た

必

要

な

指

導

を

行

う

こ

と

と

す

る

。

な

お

、

個

々

の

事

業

場

の

実

態

を

踏

ま

え

て

、

過

重

労

働

に

よ

る

健

康

障

害

が

生

じ

る

お

そ

れ

が

高

い

場

合

に

は

、

引

き

続

き

必

要

な

指

導

を

行

う

と

し

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

�

日

、

令

和

８

年

度

（

第

�

回

）

税

理

士

試

験

に

お

け

る

試

験

結

果

の

発

表

方

法

の

変

更

に

つ

い

て

公

表

し

た

。

　

こ

れ

ま

で

、

税

理

士

試

験

の

試

験

結

果

に

つ

い

て

は

、

試

験

（

５

科

目

）

合

格

者

に

対

し

て

は

合

格

証

書

を

交

付

し

、

一

部

科

目

合

格

者

に

対

し

て

は

合

格

し

た

旨

の

み

を

記

載

し

た

結

果

通

知

書

を

送

付

す

る

一

方

で

、

合

格

点

に

達

し

な

か

っ

た

科

目

が

あ

る

者

に

対

し

て

は

、

当

該

科

目

の

得

点

を

記

載

し

た

結

果

通

知

書

を

送

付

し

て

い

た

。

　

こ

の

度

、

一

部

科

目

合

格

者

等

か

ら

得

点

通

知

を

求

め

る

要

望

が

高

ま

っ

て

い

る

こ

と

を

踏

ま

え

、

受

験

者

サ

ー

ビ

ス

の

向

上

を

図

る

観

点

か

ら

、

８

年

度

の

同

試

験

か

ら

、

こ

れ

ま

で

得

点

を

通

知

し

て

い

な

か

っ

た

「

試

験

（

５

科

目

）

合

格

者

」

お

よ

び

「

一

部

科

目

合

格

者

」

に

つ

い

て

も

、

新

た

に

得

点

を

通

知

す

る

こ

と

と

し

た

と

し

て

い

る

。

　

こ

れ

に

よ

り

、

８

年

度

試

験

以

降

は

、

全

て

の

受

験

者

に

対

し

て

各

受

験

科

目

の

得

点

を

通

知

す

る

こ

と

に

な

る

。

　

７

年

度

は

１

７

２

件

（

前

年

度

１

４

７

件

）

の

原

告

訴

訟

を

提

起

。

原

告

訴

訟

事

件

の

内

訳

を

見

る

と

、

「

名

義

変

更

詐

害

行

為

」

が

１

件

（

同

４

件

）

、

「

差

押

債

権

取

立

」

が

８

件

（

同

７

件

）

、

「

供

託

金

取

立

等

」

が

４

件

（

同

５

件

）

、

「

そ

の

他

（

債

権

届

出

等

）

」

が

１

５

９

件

（

同

１

３

１

件

）

だ

っ

た

。

　

前

年

度

か

ら

審

理

中

の

事

案

�

件

と

合

わ

せ

た

２

０

９

件

の

う

ち

、

１

５

４

件

が

終

結

し

、

�

件

が

現

在

も

審

理

中

だ

。

　

終

結

し

た

１

５

４

件

の

う

ち

、

国

側

が

勝

訴

し

た

も

の

が

�

件

（

同

�

件

）

、

国

側

の

一

部

敗

訴

が

１

件

（

前

年

は

全

部

敗

訴

１

件

）

、

取

下

げ

が

８

件

（

同

６

件

）

、

裁

判

所

が

決

定

済

み

の

も

の

や

届

出

の

み

の

も

の

な

ど

が

１

３

３

件

（

同

１

２

１

件

）

と

な

っ

て

い

る

。

一

部

敗

訴

し

た

の

は

、

遅

延

損

害

金

支

払

請

求

訴

訟

だ

っ

た

。

　

ま

た

、

同

庁

で

は

、

財

産

の

隠

ぺ

い

な

ど

に

よ

り

国

税

の

徴

収

を

免

れ

よ

う

と

す

る

悪

質

な

事

案

に

対

し

て

は

、

「

滞

納

処

分

免

脱

罪

」

の

告

発

を

行

う

な

ど

厳

正

に

対

処

し

て

い

る

。

　

７

年

度

に

告

発

し

た

件

数

は

９

件

（

同

６

件

）

で

、

告

発

し

た

自

然

人

お

よ

び

法

人

の

実

人

員

は

�

人

（

社

）

（

同

８

人

（

社

）

）

。

�

人

（

社

）

の

う

ち

�

人

（

社

）

（

同

６

人

（

社

）

）

を

起

訴

し

た

。

　

刑

が

確

定

し

た

の

は

９

人

（

社

）

で

、

執

行

猶

予

付

き

懲

役

刑

が

１

人

（

社

）

、

罰

金

刑

も

併

せ

て

執

行

猶

予

付

き

懲

役

刑

が

科

さ

れ

た

の

が

６

人

（

社

）

、

罰

金

刑

も

併

せ

て

執

行

猶

予

付

き

拘

禁

刑

が

科

さ

れ

た

の

が

１

人

（

社

）

、

罰

金

刑

が

１

人

（

社

）

と

な

っ

て

い

る

。

　

こ

の

ほ

か

、

海

外

へ

の

財

産

の

移

転

な

ど

に

よ

る

国

際

的

な

滞

納

事

案

に

対

し

て

、

７

事

務

年

度

に

租

税

条

約

に

基

づ

き

徴

収

共

助

を

要

請

し

た

件

数

は

�

件

（

同

�

件

）

で

、

７

事

務

年

度

に

徴

収

し

た

金

額

は

約

１

７

０

０

万

円

だ

っ

た

。

他

方

、

外

国

当

局

か

ら

共

助

要

請

を

受

け

た

件

数

は

、

７

件

（

同

７

件

）

で

、

徴

収

し

た

金

額

は

大

口

な

事

案

が

あ

っ

た

こ

と

か

ら

約

�

億

８

０

０

万

円

と

な

っ

て

い

る

。

　

こ

の

よ

う

な

滞

納

処

分

の

事

例

は

、

次

の

通

り

（

電

子

版

は

全

事

例

を

掲

載

し

て

お

り

ま

す

）

。

【

滞

納

処

分

免

脱

罪

に

よ

り

告

発

し

た

事

例

（

広

島

局

管

内

）

】

　

滞

納

法

人

の

代

表

者

Ｂ

は

、

課

税

調

査

終

了

後

、

納

付

す

る

意

思

は

な

い

と

し

て

、

納

税

し

な

い

で

い

た

と

こ

ろ

、

関

与

税

理

士

か

ら

国

税

当

局

に

よ

っ

て

財

産

が

差

し

押

さ

え

ら

れ

る

可

能

性

が

あ

る

旨

説

明

を

受

け

た

。

　

Ｂ

は

、

税

理

士

の

説

明

を

受

け

た

後

、

滞

納

法

人

の

預

金

口

座

か

ら

現

金

を

出

金

し

、

Ｂ

の

住

居

内

に

現

金

を

保

管

し

た

。

　

ま

た

、

Ｂ

は

、

同

人

が

実

質

経

営

者

で

あ

る

新

法

人

を

設

立

し

た

後

、

滞

納

法

人

に

支

払

わ

れ

る

解

体

工

事

代

金

を

新

法

人

に

支

払

う

よ

う

取

引

先

に

依

頼

、

当

該

代

金

を

回

収

し

た

。

　

国

税

当

局

は

、

こ

れ

ら

の

行

為

は

滞

納

法

人

に

対

す

る

滞

納

処

分

の

執

行

を

免

れ

る

目

的

で

さ

れ

た

財

産

の

隠

蔽

に

該

当

す

る

と

判

断

し

、

代

表

者

を

国

税

徴

収

法

違

反

（

滞

納

処

分

免

脱

罪

）

で

告

発

し

た

。

　

代

表

者

は

、

懲

役

刑

１

年

６

カ

月

執

行

猶

予

３

年

、

罰

金

刑

�

万

円

が

科

さ

れ

た

。

（４）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



　前回までは、法人の有する債権が不良債権化している場合にお

ける個別評価金銭債権に係る貸倒引当金と貸倒損失について説明

してきました。

　今回からは、視点を変えて、法人の子会社等の有する債務がそ

の債権者からみて不良債権化しているような場合に活用できる

「子会社等を整理する場合の損失負担等（基通９－４－１）」と

「子会社等を再建する場合の無利息貸付け等（基通９－４－２）」

の取扱いについて、まず共通する事項から説明していきます。

（子会社等）

　上記２つの取扱通達に共通する「子会社等」とは、法人と資本

関係を有する者のほか、取引関係、人的関係、資金関係等におい

て事業関連性を有する者が含まれることとされています（法基通

９－４－１（注））。

　一般的に、一方の法人が他方の法人の発行済株式の�％超を保

有している場合に、一方の法人を親会社、他方の法人を子会社とい

いますが、ここでの「子会社等」は、上記のとおり、法人と事業関

連性があればその法人の「子会社等」に含まれることとなります。

（経済的利益の額）

　上記２つの取扱通達は、子会社等の整理・再建を進めるに当た

って、親会社等が子会社等に対して利益供与をした場合における

その経済的利益の額が寄附金の額に該当するかどうかを判断する

ものです。

　そして、その経済的利益の供与の方法について、「債務の引受

けその他の損失負担または債権放棄等（損失負担等）」（基通９

－４－１）と「金銭の無償若しくは通常の利率より低い利率での

貸付けまたは債権放棄等（無利息貸付け等）」（基通９－４－２）

と通達ごとに異なる例示がされています。

　このことは、短期で終了する子会社等の整理手続と、長期にわ

たる可能性のある子会社等の再建計画とで、取り得る損失負担等

の方法が異なってくるためであり、利益供与の方法をそれぞれに

例示された方法に限定しているものではありません。

　そして上述のとおり、子会社等の範囲は共通であり、利益供与

の方法は限定されないことを前提に、個々の取扱いにつき説明を

進めていきます。

【子会社等を整理する場合の損失負担等】（基通９－４－１）

（通達の概要）

　この通達の取扱いにより、寄附金の額に該当せず、損金の額に

算入できる経済的利益の額は、子会社等の解散、経営権の譲渡等

に伴い、その子会社等のために損失負担等をした場合において、

その損失負担等をしたことに「相当の理由」があると認められる

ときに行ったものです。

　そして、この「相当の理由が」あると認められるときとは、そ

の損失負担等（経済的利益の供与）をしなければ今後より大きな

損失を被ることが明らかであると認められるためやむを得ずその

損失負担等をするに至った等の場合になります。

　

前

回

述

べ

た

よ

う

に

、

各

種

の

税

法

に

お

い

て

、

又

は

各

私

法

に

お

い

て

、

財

産

等

の

価

額

の

意

義

、

評

価

方

法

等

を

定

め

て

い

る

。

そ

の

中

で

、

国

税

に

関

し

て

は

、

相

続

税

法

上

の

評

価

規

定

が

実

務

上

最

も

問

題

に

な

る

。

　

す

な

わ

ち

、

相

続

税

法

�

条

は

、

「

こ

の

章

で

特

別

の

定

め

の

あ

る

も

の

を

除

く

ほ

か

、

相

続

、

遺

贈

又

は

贈

与

に

よ

り

取

得

し

た

財

産

の

価

額

は

、

当

該

財

産

の

取

得

の

時

に

お

け

る

時

価

に

よ

り

、

当

該

財

産

の

価

額

か

ら

控

除

す

べ

き

債

務

の

金

額

は

、

そ

の

時

の

現

況

に

よ

る

。

」

と

定

め

て

い

る

。

こ

の

規

定

に

よ

り

、

地

上

権

及

び

小

作

権

（

相

法

�

）

、

定

期

金

に

関

す

る

権

利

（

同

�

）

、

定

期

給

付

事

由

が

発

生

し

て

い

な

い

定

期

金

に

関

す

る

権

利

（

同

�

）

及

び

立

木

（

同

�

）

に

つ

い

て

は

、

そ

れ

ぞ

れ

の

価

額

に

つ

い

て

評

価

規

定

が

設

け

ら

れ

て

い

る

が

、

他

の

財

産

に

つ

い

て

は

、

専

ら

「

時

価

」

の

解

釈

に

よ

る

。

　

こ

の

「

時

価

」

の

意

義

に

つ

い

て

は

、

学

説

、

判

例

で

は

、

「

不

特

定

多

数

の

当

事

者

間

で

自

由

な

取

引

が

行

わ

れ

た

場

合

に

通

常

成

立

す

る

と

認

め

ら

れ

る

価

額

」

す

な

わ

ち

、

客

観

的

交

換

価

値

（

客

観

的

交

換

価

額

）

と

解

さ

れ

て

お

り

、

所

得

税

法

及

び

法

人

税

法

に

お

け

る

「

そ

の

時

の

価

額

」

の

意

義

と

共

通

し

て

い

る

。

　

な

ら

ば

、

所

得

税

法

及

び

法

人

税

法

に

お

い

て

は

、

そ

れ

ぞ

れ

の

基

本

通

達

に

お

い

て

「

そ

の

時

の

価

額

」

の

取

扱

い

に

つ

い

て

数

か

条

の

定

め

を

置

い

て

い

る

に

す

ぎ

な

い

の

に

、

相

続

税

法

に

関

し

て

は

、

相

続

税

法

基

本

通

達

が

存

在

し

て

い

る

に

も

か

か

わ

ら

ず

、

二

百

数

十

か

条

に

及

ぶ

財

産

評

価

基

本

通

達

（

評

価

通

達

）

を

定

め

て

い

る

が

、

そ

の

必

要

が

あ

る

の

か

？

　

と

い

う

こ

と

が

理

解

さ

れ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

　

評

価

通

達

を

必

要

と

す

る

理

由

に

つ

い

て

は

、

相

続

税

及

び

贈

与

税

と

も

課

税

原

因

と

な

る

一

切

の

財

産

の

取

得

に

つ

い

て

当

該

財

産

の

価

額

の

評

価

を

要

す

る

こ

と

、

特

に

、

相

続

税

に

つ

い

て

は

、

取

引

で

は

な

い

相

続

に

よ

っ

て

課

税

が

生

じ

る

た

め

、

取

引

の

よ

う

な

比

準

す

べ

き

価

額

が

存

在

し

な

い

こ

と

、

財

産

の

中

に

は

評

価

が

困

難

な

も

の

も

あ

る

こ

と

等

が

挙

げ

ら

れ

る

。

　

そ

の

た

め

、

評

価

通

達

に

定

め

る

評

価

額

（

評

価

方

法

）

に

つ

い

て

は

、

「

時

価

」

を

超

え

な

い

た

め

の

安

全

性

、

課

税

の

公

平

を

図

る

た

め

の

統

一

性

（

画

一

的

評

価

）

、

職

員

（

納

税

者

）

が

共

通

し

て

評

す

る

こ

と

が

で

き

る

簡

便

性

等

が

求

め

ら

れ

る

。

そ

の

た

め

、

評

価

通

達

が

定

め

る

評

価

額

（

評

価

方

法

）

は

、

宅

地

の

価

額

を

評

価

す

る

た

め

の

路

線

価

方

式

に

代

表

さ

れ

る

よ

う

な

標

準

価

額

制

度

（

課

税

実

務

で

は

、

評

価

基

準

制

度

と

い

う

）

が

求

め

ら

れ

る

こ

と

に

な

る

。

　

か

く

し

て

、

評

価

通

達

で

定

め

る

評

価

額

（

評

価

方

式

）

に

は

、

評

価

通

達

と

い

う

税

務

通

達

の

法

的

性

格

を

明

ら

か

に

し

、

か

つ

、

標

準

価

額

制

度

に

お

け

る

評

価

上

の

弊

害

が

生

じ

た

場

合

の

補

完

措

置

を

講

じ

て

お

く

必

要

が

あ

る

。

前

者

に

つ

い

て

は

、

評

価

通

達

６

項

を

適

用

し

た

課

税

処

分

を

最

高

裁

判

所

と

し

て

初

め

て

適

法

と

認

め

た

最

高

裁

令

和

４

年

４

月

�

日

判

決

が

「

上

級

行

政

機

関

が

下

級

行

政

機

関

の

職

務

権

限

の

行

使

を

指

揮

す

る

た

め

に

発

し

た

通

達

に

す

ぎ

ず

、

こ

れ

が

国

民

に

対

し

直

接

の

法

的

効

力

を

有

す

る

と

い

う

べ

き

根

拠

は

見

当

た

ら

な

い

」

と

切

り

捨

て

て

い

る

が

、

そ

ん

な

に

単

純

で

は

な

い

こ

と

は

法

的

に

も

実

務

的

に

も

実

証

で

き

る

と

こ

ろ

で

あ

る

が

、

紙

幅

の

都

合

上

詳

述

を

省

略

す

る

。

　

次

の

補

完

措

置

に

つ

い

て

は

、

評

価

通

達

が

発

出

（

昭

和

�

年

）

さ

れ

る

以

前

の

富

裕

税

財

産

評

価

事

務

取

扱

通

達

に

お

い

て

も

設

け

ら

れ

て

い

た

。

す

な

わ

ち

、

同

通

達

に

お

い

て

も

、

課

税

対

象

財

産

に

つ

い

て

標

準

価

額

が

定

め

ら

れ

て

い

た

と

こ

ろ

、

「

特

殊

異

例

と

認

め

ら

れ

る

財

産

に

つ

い

て

評

価

す

る

場

合

又

は

第

二

章

以

下

に

定

め

る

評

価

額

に

よ

ら

な

い

額

に

よ

り

評

価

す

る

場

合

に

お

い

て

は

、

課

税

価

格

又

は

富

裕

税

額

の

更

正

又

は

決

定

の

前

に

国

税

庁

の

指

示

を

受

け

る

。

」

と

定

め

て

い

た

。

　

か

く

し

て

、

現

行

の

評

価

通

達

に

お

い

て

も

、

そ

の

方

針

で

、

「

こ

の

通

達

の

定

め

に

よ

っ

て

評

価

す

る

こ

と

が

著

し

く

不

適

当

と

認

め

ら

れ

る

財

産

の

価

額

は

、

国

税

庁

長

官

の

指

示

を

受

け

て

評

価

す

る

。

」

と

定

め

て

い

る

。

こ

の

通

達

の

適

用

に

つ

い

て

の

考

え

方

に

つ

い

て

は

、

評

価

通

達

が

発

出

さ

れ

た

昭

和

�

年

以

降

一

貫

し

て

き

た

わ

け

で

は

な

く

、

種

々

の

変

遷

を

経

て

い

る

。

そ

し

て

、

そ

の

変

遷

が

、

現

在

問

題

と

な

っ

て

い

る

取

引

相

場

の

な

い

株

式

の

評

価

の

あ

り

方

に

も

影

響

す

る

こ

と

に

な

る

。

（５） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　

電

子

帳

簿

保

存

制

度

は

、

情

報

化

の

進

展

を

踏

ま

え

規

制

緩

和

な

ど

の

観

点

か

ら

、

適

正

公

平

な

課

税

を

確

保

し

つ

つ

納

税

者

等

の

帳

簿

保

存

に

係

る

事

務

負

担

や

コ

ス

ト

負

担

の

軽

減

を

図

る

等

の

た

め

整

備

さ

れ

た

制

度

で

あ

る

。

　

令

和

３

年

改

正

で

は

事

前

承

認

制

度

の

廃

止

、

保

存

要

件

の

大

幅

な

簡

素

化

が

図

ら

れ

る

等

、

制

度

の

抜

本

的

な

見

直

し

が

行

わ

れ

て

い

る

が

、

そ

の

後

も

経

済

社

会

の

デ

ジ

タ

ル

化

の

状

況

等

を

踏

ま

え

、

継

続

的

な

見

直

し

が

行

わ

れ

て

い

る

。

　

本

書

で

は

、

令

和

７

年

改

正

（

令

和

９

年

１

月

施

行

）

に

お

け

る

デ

ジ

タ

ル

シ

ー

ム

レ

ス

を

推

進

し

て

い

く

た

め

の

電

子

取

引

の

取

引

情

報

に

係

る

電

磁

的

記

録

の

保

存

制

度

の

見

直

し

等

の

直

近

の

電

子

帳

簿

等

保

存

制

度

の

見

直

し

を

踏

ま

え

、

制

度

趣

旨

や

要

件

構

造

か

ら

実

際

の

運

用

方

法

ま

で

実

務

視

点

で

詳

細

な

解

説

と

Ｑ

＆

Ａ

で

分

か

り

や

す

く

解

説

。

　

実

務

に

役

立

つ

Ｑ

＆

Ａ

を

１

０

０

問

以

上

掲

載

し

、

制

度

趣

旨

や

要

件

構

造

か

ら

実

際

の

運

用

方

法

ま

で

、

個

人

事

業

者

や

法

人

企

業

等

、

実

務

家

の

方

々

の

本

制

度

の

理

解

の

一

助

と

な

る

必

携

書

。

　

Ａ

５

判

、

３

７

６

ペ

ー

ジ

。

定

価

２

９

７

０

円

（

税

込

み

）

。

お

申

し

込

み

は

、

（

一

財

）

大

蔵

財

務

協

会

販

売

局

（

℡

�

―

３

８

２

９

―

４

１

４

１

、

�

�

―

３

８

２

９

―

４

０

０

１

）

。

　

請

求

人

と

母

ら

親

族

が

同

一

の

生

活

単

位

に

属

し

、

住

宅

借

入

金

等

特

別

控

除

を

受

け

る

こ

と

が

で

き

る

か

争

っ

た

事

例

。

　

所

得

税

等

に

つ

い

て

住

宅

借

入

金

等

特

別

控

除

の

適

用

を

受

け

て

い

た

審

査

請

求

人

が

修

正

申

告

を

し

た

後

、

修

正

申

告

に

は

当

該

控

除

に

関

し

て

誤

り

が

あ

っ

た

と

し

て

更

正

の

請

求

を

し

た

と

こ

ろ

、

原

処

分

庁

が

、

請

求

人

は

居

住

用

家

屋

を

居

住

の

用

に

供

し

て

い

る

と

は

認

め

ら

れ

な

い

か

ら

、

当

該

控

除

を

適

用

で

き

な

い

と

し

て

、

更

正

す

べ

き

理

由

が

な

い

旨

の

通

知

処

分

を

し

た

の

に

対

し

、

請

求

人

が

原

処

分

の

全

部

の

取

消

し

を

求

め

た

。

国

税

不

服

審

判

所

は

、

住

宅

借

入

金

等

特

別

控

除

の

適

用

を

受

け

る

こ

と

は

で

き

な

い

と

し

て

請

求

を

棄

却

し

た

（

令

和

７

年

５

月

�

日

付

、

非

公

開

裁

決

）

。

関

係

法

令

　

昭

和

�

年

�

月

�

日

付

直

所

３

―

�

ほ

か

１

課

共

同

「

租

税

特

別

措

置

法

に

係

る

所

得

税

の

取

扱

い

に

つ

い

て

」

（

法

令

解

釈

通

達

）

�

―

２

《

引

き

続

き

居

住

の

用

に

供

し

て

い

る

場

合

》

（

�

年

９

月

�

日

付

課

個

２

―

�

ほ

か

１

課

共

同

に

よ

る

改

正

前

の

も

の

）

は

、

柱

書

に

お

い

て

、

租

税

特

別

措

置

法

第

�

条

《

住

宅

借

入

金

等

を

有

す

る

場

合

の

所

得

税

額

の

特

別

控

除

》

第

１

項

に

規

定

す

る

「

引

き

続

き

そ

の

居

住

の

用

に

供

し

て

い

る

」

と

は

、

居

住

用

家

屋

の

新

築

を

し

た

者

が

現

に

引

き

続

き

そ

の

居

住

の

用

に

供

し

て

い

る

こ

と

を

い

う

の

で

あ

る

が

、

こ

れ

に

該

当

す

る

か

ど

う

か

の

判

定

は

、

そ

の

者

が

、

転

勤

、

転

地

療

養

そ

の

他

の

や

む

を

得

な

い

事

情

に

よ

り

、

配

偶

者

、

扶

養

親

族

そ

の

他

そ

の

者

と

生

計

を

一

に

す

る

親

族

と

日

常

の

起

居

を

共

に

し

な

い

こ

と

と

な

っ

た

場

合

に

お

い

て

、

そ

の

家

屋

を

こ

れ

ら

の

親

族

が

引

き

続

き

居

住

の

用

に

供

し

て

お

り

、

当

該

や

む

を

得

な

い

事

情

が

解

消

し

た

後

は

そ

の

者

が

共

に

そ

の

家

屋

に

居

住

す

る

こ

と

と

な

る

と

認

め

ら

れ

る

と

き

は

、

そ

の

者

が

そ

の

家

屋

を

引

き

続

き

居

住

の

用

に

供

し

て

い

る

も

の

と

す

る

旨

定

め

て

い

る

。

事

案

の

概

要

　

　

請

求

人

は

、

平

成

�

年

金

融

機

関

か

ら

の

借

入

金

等

に

よ

り

、

居

住

用

家

屋

（

本

件

家

屋

）

を

新

築

し

た

。

　

請

求

人

は

、

家

屋

を

居

住

の

用

に

供

し

た

と

し

て

、

�

年

分

の

所

得

税

か

ら

住

宅

借

入

金

等

特

別

控

除

の

適

用

を

受

け

て

い

た

。

　

請

求

人

は

、

�

年

婚

姻

し

、

子

が

出

生

し

た

。

ま

た

、

請

求

人

は

、

転

勤

が

あ

る

と

妻

子

と

３

人

で

転

勤

先

の

住

所

地

に

居

住

し

て

い

た

。

　

請

求

人

及

び

妻

子

は

令

和

３

年

、

転

勤

に

伴

い

、

〇

〇

に

住

民

登

録

を

異

動

し

、

同

年

�

月

�

日

ま

で

、

〇

〇

に

居

住

し

て

お

り

、

３

年

を

通

じ

て

家

屋

に

は

居

住

し

て

い

な

か

っ

た

。

　

ま

た

、

請

求

人

の

母

、

母

の

夫

で

あ

る

義

父

、

弟

は

、

３

年

を

通

じ

て

本

件

家

屋

に

居

住

し

て

い

た

。

　

請

求

人

は

、

３

年

分

の

所

得

税

等

に

つ

い

て

、

住

宅

借

入

金

等

特

別

控

除

の

金

額

を

記

載

し

て

申

告

し

た

。

　

請

求

人

は

４

年

５

月

、

３

年

分

の

所

得

税

等

に

つ

い

て

、

住

宅

借

入

金

等

特

別

控

除

の

金

額

を

×

×

と

す

る

修

正

申

告

書

を

提

出

し

た

。

　

請

求

人

は

４

年

�

月

、

３

年

分

の

所

得

税

等

に

つ

い

て

、

修

正

申

告

書

に

よ

る

修

正

申

告

に

は

、

住

宅

借

入

金

等

特

別

控

除

の

金

額

に

誤

り

が

あ

っ

た

と

し

て

、

更

正

の

請

求

を

し

た

。

　

請

求

人

と

妻

子

は

、

転

勤

に

伴

い

、

６

年

３

月

ま

で

に

住

民

登

録

を

異

動

し

た

。

　

原

処

分

庁

は

、

請

求

人

が

３

年

�

月

�

日

ま

で

本

件

家

屋

を

引

き

続

き

居

住

の

用

に

供

し

て

い

る

と

は

認

め

ら

れ

な

い

か

ら

住

宅

借

入

金

等

特

別

控

除

を

適

用

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

と

し

て

、

更

正

の

請

求

に

対

し

、

更

正

を

す

べ

き

理

由

が

な

い

旨

の

通

知

処

分

を

し

た

。

　

請

求

人

は

、

通

知

処

分

に

不

服

が

あ

る

と

し

て

、

審

査

請

求

を

し

た

。

　

争

点

は

、

請

求

人

は

３

年

分

の

所

得

税

等

に

つ

い

て

、

住

宅

借

入

金

等

特

別

控

除

を

適

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

か

否

か

。

請

求

人

の

主

張

　

本

件

家

屋

に

居

住

し

て

い

な

い

も

の

の

、

生

計

を

一

に

す

る

両

親

及

び

弟

が

本

件

家

屋

に

居

住

し

、

請

求

人

も

転

勤

が

解

消

し

た

後

は

、

母

ら

と

本

件

家

屋

に

居

住

す

る

つ

も

り

で

あ

る

。

　

３

年

は

コ

ロ

ナ

禍

で

あ

っ

た

こ

と

も

あ

り

、

本

件

家

屋

に

帰

る

こ

と

は

で

き

な

か

っ

た

が

、

都

合

が

つ

け

ば

帰

郷

し

、

母

ら

と

起

居

を

と

も

に

し

て

い

た

。

ま

た

、

収

入

の

少

な

い

母

ら

に

対

し

、

勤

務

の

特

殊

性

か

ら

定

期

的

な

送

金

は

で

き

な

か

っ

た

も

の

の

、

請

求

人

名

義

の

通

帳

や

キ

ャ

ッ

シ

ュ

カ

ー

ド

を

母

に

預

け

、

年

に

数

回

送

金

ま

た

は

ま

と

ま

っ

た

金

額

を

手

渡

し

す

る

な

ど

の

方

法

で

仕

送

り

を

し

て

い

た

。

　

し

た

が

っ

て

、

本

件

家

屋

を

３

年

�

月

�

日

ま

で

引

き

続

き

居

住

の

用

に

供

し

て

い

る

と

い

え

る

か

ら

、

３

年

分

の

所

得

税

等

に

つ

い

て

租

税

特

別

措

置

法

通

達

�

―

２

《

引

き

続

き

居

住

の

用

に

供

し

て

い

る

場

合

》

の

定

め

に

よ

り

、

租

税

特

別

措

置

法

（

平

成

�

年

法

律

第

５

号

に

よ

る

改

正

前

の

も

の

）

第

�

条

《

住

宅

借

入

金

等

を

有

す

る

場

合

の

所

得

税

額

の

特

別

控

除

》

第

１

項

に

規

定

す

る

住

宅

借

入

金

等

特

別

控

除

を

受

け

る

こ

と

が

で

き

る

。

審

判

所

の

判

断

　

請

求

人

の

母

ら

は

、

時

に

請

求

人

か

ら

送

金

等

を

受

け

る

こ

と

が

あ

っ

た

も

の

の

、

基

本

的

に

母

ら

の

収

入

か

ら

日

常

の

生

活

費

を

支

出

し

て

生

計

を

立

て

て

お

り

、

請

求

人

と

は

独

立

の

世

帯

と

し

て

生

計

を

営

ん

で

い

た

こ

と

が

う

か

が

え

る

。

ま

た

、

３

年

及

び

４

年

は

一

度

も

帰

省

し

た

こ

と

は

な

く

、

余

暇

に

は

妻

子

と

起

居

を

と

も

に

し

て

お

り

、

勤

務

の

余

暇

に

母

ら

の

も

と

で

起

居

を

共

に

す

る

こ

と

を

常

例

と

し

て

い

た

と

は

認

め

ら

れ

ず

、

請

求

人

と

母

ら

が

同

一

の

生

活

単

位

に

属

し

、

相

助

け

て

共

同

の

生

活

を

営

み

、

な

い

し

は

日

常

生

活

の

糧

を

共

通

に

し

て

い

た

と

ま

で

認

め

る

こ

と

は

で

き

な

い

。

　

し

た

が

っ

て

、

請

求

人

の

母

ら

は

、

請

求

人

と

生

計

を

一

に

す

る

親

族

に

該

当

す

る

と

は

い

え

ず

、

請

求

人

の

母

ら

が

本

件

家

屋

を

居

住

の

用

に

供

し

て

い

た

と

し

て

も

、

請

求

人

は

、

住

宅

借

入

金

等

特

別

控

除

の

適

用

を

受

け

る

こ

と

は

で

き

な

い

。

（６）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日 　



「

杉

江

君

、

午

後

は

、

何

か

急

ぎ

の

仕

事

が

と

っ

か

ん

入

っ

て

い

る

か

い

？

」

勝

田

特

官

は

、

杉

江

の

隣

の

空

席

に

腰

掛

け

る

と

訊

い

た

。

「

い

え

、

特

に

あ

り

ま

せ

ん

が

」

「

そ

れ

じ

ゃ

あ

、

行

っ

て

来

る

が

い

い

」

　

杉

江

が

勝

田

特

官

の

顔

を

見

る

と

、

「

気

に

な

っ

て

る

ん

だ

ろ

。

比

嘉

社

長

の

、

つ

い

す

み

か

終

の

棲

家

が

ど

う

だ

っ

た

か

が

―

―

」

　

勝

田

の

指

摘

は

図

星

だ

っ

た

。

　

た

だ

、

杉

江

に

は

、

行

っ

た

と

こ

ろ

で

何

に

な

る

ん

だ

と

の

迷

い

も

あ

っ

た

の

だ

。

「

調

査

官

と

い

う

も

の

は

、

そ

う

い

う

も

の

さ

。

手

掛

け

た

事

案

の

そ

の

後

が

気

に

な

る

。

事

案

に

打

ち

込

め

ば

打

ち

込

む

ほ

ど

な

。

　

私

も

、

息

子

が

ま

だ

小

さ

い

頃

、

電

車

に

乗

せ

て

や

る

と

言

っ

て

休

日

に

よ

く

出

か

け

た

も

の

さ

」

勝

田

は

微

笑

み

立

ち

上

が

る

と

、

「

で

も

、

い

い

か

い

。

行

っ

て

見

て

き

た

ら

、

も

う

忘

れ

る

ん

だ

。

あ

と

は

、

と

に

か

く

前

を

向

い

て

進

ん

で

い

く

ん

だ

。

い

い

な

―

―

」

　

勝

田

は

二

度

、

杉

江

の

肩

を

軽

く

叩

く

と

、

い

っ

と

う

一

統

席

に

行

っ

て

し

ま

っ

た

。

　

Ｊ

Ｒ

相

模

線

の

某

駅

で

下

車

し

た

杉

江

は

、

公

園

を

目

指

し

て

川

沿

い

の

堤

防

を

歩

い

た

。

ア

パ

ー

ト

は

、

そ

の

隣

に

あ

る

は

ず

だ

っ

た

。

　

小

さ

な

公

園

の

隣

、

２

階

建

て

�

室

ほ

ど

の

ア

パ

ー

ト

は

あ

っ

た

。

外

付

け

の

鉄

階

段

を

上

る

と

、

錆

び

た

匂

い

が

し

た

。

２

階

の

隅

、

西

日

の

射

す

１

Ｄ

Ｋ

の

部

屋

だ

っ

た

。

　

未

だ

誰

も

借

り

て

お

ら

ず

、

外

の

電

気

メ

ー

タ

ー

は

回

っ

て

い

な

い

。

　

ふ

と

、

誰

か

が

見

て

い

る

気

が

し

た

。

　

公

園

を

見

下

ろ

す

と

、

三

輪

車

に

乗

っ

た

女

児

と

母

親

ら

し

き

婦

人

が

見

上

げ

て

い

る

。

　

杉

江

が

階

下

に

お

り

て

い

く

と

、

女

児

が

三

輪

車

で

近

づ

い

て

き

た

。

「

お

じ

さ

ん

、

お

じ

い

ち

ゃ

ん

先

生

の

お

友

だ

ち

？

　

だ

っ

た

ら

先

生

、

こ

こ

で

倒

れ

て

、

も

う

い

な

い

よ

」

い

さ

　

ほ

の

ち

ゃ

ん

、

と

傍

ら

の

母

親

が

窘

め

た

。

「

す

み

ま

せ

ん

、

こ

の

子

、

訪

ね

て

行

か

れ

た

部

屋

の

方

に

、

か

わ

い

が

っ

て

も

ら

っ

て

い

た

の

で

…

…

」

「

比

嘉

先

生

、

こ

こ

で

…

…

」

「

え

え

、

階

段

を

上

る

途

中

で

心

臓

発

作

に

。

救

急

車

を

呼

ん

だ

ん

で

す

が

、

あ

い

に

く

」

「

あ

の

ね

、

ほ

の

ち

ゃ

ん

ね

、

大

阪

か

ら

引

っ

越

し

て

き

た

の

。

み

か

ち

ゃ

ん

に

会

え

な

く

て

寂

し

い

っ

て

先

生

に

言

っ

た

ら

、

先

生

が

、

み

か

ち

ゃ

ん

は

、

元

気

な

の

？

っ

て

。

き

っ

と

元

気

っ

て

言

っ

た

ら

、

な

ら

、

い

つ

か

ま

た

会

え

る

ね

。

だ

か

ら

ほ

の

ち

ゃ

ん

も

元

気

で

い

な

い

と

、

っ

て

。

だ

か

ら

、

ほ

の

ち

ゃ

ん

、

先

生

に

、

お

友

だ

ち

い

る

っ

て

き

い

た

ら

、

先

生

に

も

大

切

な

友

だ

ち

い

た

け

ど

、

ず

っ

と

昔

に

死

ん

じ

ゃ

っ

た

っ

て

。

　

そ

れ

で

ね

、

ど

う

し

て

っ

て

き

い

た

ら

、

飛

行

機

で

船

に

当

た

っ

て

死

ん

だ

っ

て

」

「

す

み

ま

せ

ん

ね

、

突

然

、

娘

が

…

…

」

　

母

親

が

杉

江

に

詫

び

た

。

「

い

い

ん

で

す

よ

。

お

話

の

続

き

を

、

聞

か

せ

て

く

れ

な

い

」

す

る

と

母

親

が

代

わ

り

に

、

「

そ

の

と

き

私

も

い

て

、

ご

友

人

は

、

特

攻

隊

員

だ

っ

た

ん

で

す

か

と

尋

ね

た

ん

で

す

。

す

る

と

先

生

が

、

同

郷

の

友

と

ふ

た

り

で

志

願

し

た

と

。

故

郷

の

愛

す

る

家

族

を

守

る

た

め

に

散

ろ

う

と

入

隊

し

た

ん

だ

と

。

　

た

だ

、

出

撃

の

日

、

ご

友

人

と

お

仲

間

は

出

陣

し

た

も

の

の

、

ご

自

分

の

特

攻

機

は

整

備

不

良

で

飛

べ

ず

、

こ

う

し

て

生

き

さ

ら

ば

え

て

い

る

。

生

前

、

同

郷

の

友

と

は

、

万

が

一

、

ど

ち

ら

か

が

生

き

残

る

よ

う

な

こ

と

が

あ

れ

ば

、

残

っ

た

家

族

、

そ

の

子

孫

に

至

る

ま

で

面

倒

を

み

る

と

誓

い

合

っ

た

。

だ

か

ら

そ

の

た

め

に

、

今

は

生

き

て

い

る

が

…

…

」

　

そ

こ

で

母

親

は

言

い

淀

ん

だ

。

　

杉

江

は

次

の

言

葉

を

じ

っ

と

待

っ

た

。

「

先

生

が

こ

う

お

っ

し

ゃ

っ

た

ん

で

す

―

―

、

『

だ

が

そ

れ

も

、

そ

れ

に

し

て

も

、

私

は

万

死

に

値

す

る

過

ち

を

犯

し

て

し

ま

っ

た

』

と

。

ぎ

ょ

う

そ

う

　

そ

の

時

の

先

生

の

形

相

は

、

い

つ

も

の

温

和

な

先

生

と

は

ま

る

で

違

う

怖

い

顔

で

…

…

」

　

親

子

と

別

れ

る

と

、

杉

江

は

来

た

道

を

歩

き

始

め

た

。

日

は

暮

れ

よ

う

と

し

て

い

た

。

時

折

、

自

転

車

が

杉

江

を

抜

き

去

っ

て

い

く

。

「

も

う

、

い

い

…

…

」

杉

江

が

ひ

と

り

呟

く

に

じ

と

、

辺

り

は

ぼ

ん

や

り

滲

ん

で

い

っ

た

。

　

西

の

空

が

、

炎

の

ご

と

く

真

っ

赤

に

染

ま

り

揺

れ

て

い

く

。

と

、

そ

の

瞬

間

、

四

半

世

紀

も

昔

、

爺

が

杉

江

に

語

っ

た

、

あ

の

空

襲

の

翌

朝

の

空

が

、

眼

前

に

広

が

っ

た

。

　

す

る

と

耳

の

奥

で

、

と

う

い

っ

こ

く

「

え

え

か

、

坊

、

お

前

の

父

さ

ん

は

、

一

刻

も

の者

や

け

ど

な

、

そ

う

い

う

優

し

い

と

こ

ろ

が

あ

る

ヤ

ツ

や

。

覚

え

と

い

て

や

っ

て

な

―

―

」

　

な

ぜ

か

、

爺

の

声

が

し

た

の

だ

っ

た

。

　顧問先へ税制改正や新しい制度を説明する際、文字

ばかりの文書よりもスライド（プレゼンテーション資

料）を使ったほうが、圧倒的に内容が伝わりやすいも

のです。しかし、「スライドの構成案が思い浮かばな

い」「デザインのセンスに自信がない」「とにかく作

成に時間がかかる」といった悩みを抱え、作るのを諦

めてしまっている方も多いのではないでしょうか。

　実はこうした資料作成の悩みも、生成ＡＩをアシス

タントとして活用すれば一気に解決できます。

　少し前までは、一般的な生成ＡＩに依頼しても綺麗

なスライドを作るのは難しく、ＡＩを活用してスライ

ドを作成したい場合には、「Ｇａｍｍａ」や「Ｇｅｎｓｐａｒｋ」

といったスライド作成に強みをもつＡＩサービスを使

う必要がありました。しかし、ＡＩの進化は非常に速

く、最近では普段使いの一般的な生成ＡＩでもスライ

ド作成に対応できるようになっています。

　たとえば、Ｇｅｍｉｎｉにスライド作成を依頼すればＧｏｏｇ

ｌｅスライド形式でスライドを自動生成し、必要に応じ

てＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔ形式に変換できます。ＣｈａｔＧＰＴやＣｌａｕｄｅ

であれば、ＰｏｗｅｒＰｏｉｎｔ形式のファイルをそのまま作成

することが可能です。

　使い方はとてもシンプルです。国税庁が公表してい

る資料や、ご自身がまとめた文章をＡＩに渡し、「こ

の内容をもとに、顧問先へ説明するためのスライドを

作って」とチャット画面で伝えるだけです。ＡＩが文

章の要点を自動で読み取り、スライドのタイトル、構

成、箇条書きのレイアウトまで組み立ててくれます。

　スライドの構成を考え、配置を整える作業には膨大

な時間がかかります。ですが、土台の作成をＡＩに任

せてしまえば、あとは出来上がったファイルをダウン

ロードし、内容を調整するだけで済みます。

　時間をかけずに「伝わる」資料を作るコツは、最初

から完璧を目指さず、ＡＩが作った「たたき台」に手

を加えるスタンスで臨むことです。デザインに自信が

なくても、ＡＩが見栄え良く整えてくれます。

　「説明すべき内容は理解しているけれど、資料作り

の手間が負担」という場面こそ、ＡＩの出番です。お

客さまへの説明資料を試しに一つ、ＡＩに「スライド

にして」と頼んでみてはいかがでしょうか。

（７） 税　の　し　る　べ 令和８年（２０２６年） 月 日　



　財産評価は時価（客観的な交換価値）で行うとされています

が、実際には容易なものではありません。例えば、次の事例は

どのように対応されますか。

【事例】　継続的に賃貸されていたアパートの一部に課税時期

の前後に空室が認められた場合に、単に空室期間（例

として、１か月基準）のみに着目して、貸家及び貸家

建付地評価に係る賃貸割合を算出することの可否

　その他、今回の研修では、土地の評価単位や側方路線影響加

算の必要性の有無、最新の事案の一つと考えられる評価通達６

項の運用事例についても検証してみることにします。

東　京　【日時】

��年９月７日（月）９：�～�：�

※受付開始９：�、研修時間：６時間

【会場】

日本教育会館 中会議室（東京都千代田区一ツ橋２－６－２）

東京メトロ・都営地下鉄「神保町」駅／Ａ１出口／徒

歩約３分

東京メトロ「竹橋」駅／北の丸公園側出口／徒歩約５分

東京メトロ「九段下」駅／６番出口／徒歩約７分

名古屋　【日時】

��年�月�日（水）�：�～�：�

※受付開始９：�、研修時間：６時間

【会場】

ＩＭＹビル（名古屋市東区葵３－７－�）

地下鉄東山線「千種」駅／１番出口／徒歩約１分

地下鉄桜通線「車道」駅／３番出口／徒歩約１分

大　阪　【日時】

��年�月９日（月）�：�～�：�

※受付開始９：�、研修時間：６時間

【会場】

國民会館 �階（大阪市中央区大手前２－１－２）

地下鉄「天満橋」駅／３番出口（大阪城方面出口）／

徒歩約３分

京阪電車「天満橋」駅／東出口／徒歩約６分

講　師　税理士・笹岡宏保（ささおか・ひろやす）氏

昭和�年兵庫県神戸市出身。平成３年笹岡会計事務所

設立。現在、多くのクライアントの税務申告代理を行

っている一方、各税理士会の「統一研修会」等の資産

税の講師として活躍している。

受講料　１名につき２０，０００円（税込・レジュメ代を含む）

※「税のしるべ」購読者の方は、割引価格１６，０００円（税

込）となります。

テキスト　レジュメ。当日会場で配布いたします。

申込方法　大蔵財務協会ウェブサイトの申込フォームよ

りお申込みください。

　

東

京

・

公

益

社

団

法

人

杉

並

青

色

申

告

会

（

笠

原

紀

一

会

長

）

は

�

日

、

杉

並

区

産

業

商

工

会

館

で

中

学

生

の

「

税

に

つ

い

て

の

作

文

」

の

書

き

方

を

教

え

る

セ

ミ

ナ

ー

「

『

税

の

作

文

』

書

き

方

教

室

」

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

同

セ

ミ

ナ

ー

は

、

今

年

で

６

回

目

の

開

催

と

な

り

、

都

内

の

中

学

３

年

生

が

参

加

。

ま

ず

初

め

に

、

同

会

の

職

員

が

「

課

税

の

公

平

性

」

を

テ

ー

マ

に

税

の

説

明

を

行

っ

た

後

、

国

語

の

教

員

免

許

を

持

つ

専

門

家

が

、

冒

頭

で

学

ん

だ

こ

と

か

ら

税

の

作

文

を

書

く

方

法

に

つ

い

て

説

明

＝

写

真

。

　

楽

し

み

な

が

ら

税

を

学

ぶ

と

と

も

に

、

作

文

の

書

き

方

の

コ

ツ

だ

け

で

は

な

く

普

段

の

文

章

作

成

で

も

使

え

る

内

容

の

書

き

方

教

室

は

大

好

評

だ

っ

た

。

　

国

税

庁

の

７

月

�

日

付

の

人

事

異

動

で

、

高

松

国

税

局

長

に

就

任

し

た

祝

敏

之

氏

が

こ

の

ほ

ど

、

高

松

国

税

総

合

庁

舎

内

で

就

任

記

者

会

見

を

行

っ

た

＝

写

真

。

　

会

見

で

祝

局

長

は

、

税

務

行

政

へ

の

信

頼

確

保

を

図

る

た

め

、

ｅ

―

Ｔ

ａ

ｘ

や

キ

ャ

ッ

シ

ュ

レ

ス

納

付

の

利

用

促

進

な

ど

、

納

税

者

の

目

線

に

立

っ

た

利

便

性

の

向

上

に

努

め

る

と

と

も

に

、

不

正

に

税

金

を

逃

れ

よ

う

と

す

る

悪

質

な

者

に

対

し

て

は

、

「

法

律

違

反

に

例

外

は

な

い

」

と

い

う

姿

勢

で

、

厳

正

な

税

務

調

査

や

滞

納

整

理

を

実

施

し

、

正

直

者

が

馬

鹿

を

見

な

い

よ

う

、

適

正

で

公

平

な

税

務

行

政

を

ぶ

れ

ず

に

行

い

た

い

と

抱

負

を

語

っ

た

。

　

祝

敏

之

（

い

わ

い

・

と

し

ゆ

き

）

氏

の

略

歴

　

昭

和

�

年

東

京

国

税

局

入

局

。

東

京

国

税

局

考

査

課

長

、

福

岡

国

税

局

調

査

査

察

部

長

、

熊

本

国

税

局

総

務

部

長

な

ど

を

経

て

、

令

和

７

年

７

月

か

ら

国

税

庁

監

督

評

価

官

室

長

兼

厚

生

管

理

官

。

�

歳

。

東

京

都

出

身

。

　

公

益

社

団

法

人

札

幌

西

法

人

会

女

性

部

会

（

泉

み

ち

子

部

会

長

）

は

こ

の

ほ

ど

、

一

般

の

市

民

も

募

り

、

恒

例

の

税

務

研

修

会

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

今

年

は

、

明

治

�

年

に

開

拓

使

直

営

の

洋

風

ホ

テ

ル

と

し

て

建

築

さ

れ

、

平

成

�

年

に

交

流

施

設

と

し

て

リ

ニ

ュ

ー

ア

ル

オ

ー

プ

ン

し

た

「

豊

平

館

」

お

よ

び

開

館

�

年

を

迎

え

た

「

札

幌

コ

ン

サ

ー

ト

ホ

ー

ル

」

（

通

称

：

キ

タ

ラ

）

の

視

察

を

行

っ

た

。

　

豊

平

館

は

、

今

も

明

治

時

代

の

面

影

を

伝

え

る

建

物

で

、

北

海

道

の

歴

史

を

伝

え

る

国

指

定

重

要

文

化

財

を

視

察

、

ま

た

、

キ

タ

ラ

で

は

、

ボ

ラ

ン

テ

ィ

ア

に

よ

る

施

設

の

見

学

ツ

ア

ー

を

お

願

い

し

、

世

界

に

誇

る

音

響

設

備

等

の

説

明

を

受

け

る

と

と

も

に

、

通

常

入

る

こ

と

が

で

き

な

い

バ

ッ

ク

ヤ

ー

ド

を

見

学

す

る

な

ど

、

有

意

義

な

研

修

会

と

な

っ

た

。

　

昼

食

は

、

こ

ち

ら

も

歴

史

あ

る

「

札

幌

パ

ー

ク

ホ

テ

ル

」

（

昭

和

�

年

開

業

）

の

レ

ス

ト

ラ

ン

で

洋

食

を

満

喫

し

、

皆

満

足

し

て

帰

路

に

つ

い

た

。

（８）税　の　し　る　べ令和８年（２０２６年） 月 日

年ぎめ本体価格７，６３６円（税込価格８，４００円）

月ぎめ本体価格　６３６円（税込価格　７００円）
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